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研究集録第３３号の発行にあたって

東京都立高等学校副校長会

会長和田吉廣

（東京都立保谷高等学校）

平成１８年度都立高等学校副校長研究協議会の開催にあたり一言申し上げます｡本研究協議会は、

「開かれた学校づくりを目指す中で、都立高校の個性化、特色化を図り、都民に信頼される魅力

ある都立高校づくりを推進するため、直面する教育課題の解決について研究協議を行うことによ

り、副校長としての識見をたかめ、各都立高校の学校運営ならびに教育指導の充実に資する｡」こ

とを趣旨としております。

このため、研究成果を『研究集録』にまとめ、都立高等学校全日制、定時制通信制の副校長が

一堂に会して、研究協議会の場で発表し、相互に協議、」盾報交換を行うことは意義深いことであ

ります。

さて、平成１８年度より、学校経営支援センターの発足に伴い、研究体制を頭部、中部、西部地

区の各Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄチームごととし、本年度は、各地区のＢ、Ｄチームが担当いたしました。

いずれも現在、課題となっているものを取り上げ研究したものであります。本研究協議会の成果

が、多くの副校長先生方に共有され、日々の学校経営に生かされますよう期待するとともに、こ

れらの研究成果が全国に発信できればと考えております。

本『研究集録」第３３号を発刊するにあたり、教育庁指導部高等学校教育指導課の先生方にご指

導を賜わりましたことに、感謝申し上げます。また、多'忙な校務の中で担当された副校長先生方

の熱意と努力に敬意を表するとともに、編集にご尽力をいただきました副校長会事務局の先生方

に感謝申し上げます。

東京都公立高等学校定時制通開副校長会

会長徳重隆

（東京都立鶯宮高等学校）

平成１８年度の都立高等学校副校長研究協議会の開催に当たり一言申し上げます｡本研究協議会

は全日制・定時制・通信制の副校長が一堂に会して、曰頃からの研究成果を発表する場です、特

に本年度より研究成果をこの『研究集録』一本にまとめ、研究協議会で発表し、協議し、情報交

換を行うことは大変意義のあることと考えます。

また、定時制通信制副校長会では平成１８年度より学校支援センター設置に伴い、東部・中部・

西部の支援センターごとに研究委員会を設置し、４委員会から３委員会に編成替えをし、新たに

調査・研究活動を始める予定でおりますｂこの研究協議会が今後の研究活動のよいきっかけにな

ればと考えます。

さらに、来年度には定通教育６０周年記念行事・全教協東京大会・全国定時制通信制教育振興会

の東京大会を７月２６日～２８曰に行う予定になっております。全教協の大会をはじめ定通副校長

会が組織を挙げて実施していき、定通の副校長先生方の一人一人の力がなければ大会の成功は望

むことができないことを改めて申し上げさせていただきます。

なお、会報を発行するに当たり、東京都教育委員会、教育庁指導部高等学校指導課、校長協会

の先生方のご指導.ご助言．ご支援を賜りましたことを厚く御礼申し上げますとともに、編集・

発行にご尽力いただきました事務局の先生方、並びに関係者各位に深く感謝申し上げます。
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1．研究の組織（全日制）

1．研究組織と会則

本会では「教頭の職務」に必要な研究をするため、昭

和48年に会則を改正した。新たに「細則」を設け､研修

活動にはげむことにした。研修活動に関する細則と内規

の抜粋は次の通りである。

東京都立高等学校副校長会細則

だし必要に応じ臨時に各種の部会を設けることができ

る（下段左表)。

第4条部会の組織は常任幹事１名､常任幹事代理１名、

研究幹事1名をおく。

２０校以上ある６つの支部についてはさらに幹事補佐・

常任研究幹事（研究部員）各１名をおく。

（組織）

第１条本会の目的を達成するため次の支苔幅'１校長会を

設ける（下表)。

第２条各支部は本会の目的を達成するに必要な会則を

設け、各支部ごとに運営する。

第３条本会は事業を行うため次の４部会を設ける。た

第７条会計に一般会計と積立金会計を設ける．一般会

計は本部活動と研究音陥動補助・会員の慶弔・事務所

の維持、その他本会が必要とする費用にあてる。積立

金会計は特定の目的のため積立てる。

会費は年額1人19,000円とし､年２回に分けて徴収す

る。

第８条各地区研究部会は、会則・事業計画・予算およ

び事業報告・決算報告を毎年会長に提出するものとす

る。

（事務職員）

第９条本会の事務所には選任の事務局長および事務局

次長をおくことができる。ただし事務職員の扱いにつ

いては全国高等学校教頭会の規定による。

第10条事務職員の事務分掌は次の通りとする。

第５条常任幹事・常任研究幹事・研究幹事は各部会の

連絡調整をはかるとともに総務部員となる。

(会計）

第６条各研究部の活動に要する費用は、地区毎に定額

を支給する。各地区における研究活動に要する費用は

請求により支出する。ただし、幹事会で定める限度額

をこえることはできない。

※関連する内規の字句の変更については事務局に一任す

る。

（慶弔）

第11条会員の慶弔については東京都立高等学校副校長

会慶弔規定によるほか､各支部高'1校長会の会則に従う。

－２－

種別 支部副校長会名

学科別 普通科高校副校長会工業科高校副校長会商業科高校副校長会農業科高校副校長会

地区別

東部Ａチ

中部Ａチ

西部Ａチ

￣

ム東部Ｂチ

ム 中部Ｂチ

ム西部Ｂチ

￣￣

￣

ム東部Ｃチ

ム中部Ｃチ

ム西部Ｃチ

￣￣

￣￣

ム東部Ｄチ

ム中部Ｄチ

ム西部Ｄチ

￣￣

ム

ム

ム

部名 活動内容

総務部

1.財務・運営・陳情・渉外・連絡調整

などについて

2.会報・名簿などについて

管理運営研究部

１.副校長職としての学校管理などに
ついて

2.副校長職としての職務内容・身分

待遇などについて

●

高校教育研究部

Ｌ高校の教育課程・教育内容などにつ
いて

2.高校における教育対策などについ

て

生徒指導研究部
１.生活指導・進路指導などについて

2.教科以外の教育活動などについて

職名 事務分掌

事務局長

事務局次長

会長の指示を受け､本会の事務を掌理する。

事務局長の指示を受け、本会の事務を担当

する○



特別会費8,000円と改正

特別会費10,000円と改正

第１条、第３条、第４条、第６条、

第７条、第８条、第11条、一部改正

第６条、改正、第８条、－部改正

第４条、第５条改正

昭和63年６月９曰

平成４年６月23日

平成16年６月15曰

（その他）

第12条本細則は昭和48年４月１日より実施する。

附則

昭和50年10月30日第７条ほか一部改正

昭和53年６月８日特別会費6,000円その他一部改正

昭和56年６月11日第1条学区支部一部改正（昭和57年

度より実施）

平成１７年６月14日

平成18年６月９日

内 規（申し合わせ）

１．役員選出手続きについて（省略）

２．部会組織について

細則第３条・第４条による部会組織は次によるもの

とする。

（１）部長（６）・副部長（委員長）（12）は年度当初の

部会で候補者を推薦する。部長・副部長（委員長）

は他の役員との重任を妨げない。

（２）総務部会会長(1)･副会長(2)・常任幹事(１５)・

会計（２）・会計監査（２）・部長（６）の28名をもっ

て組織する。ただし、必要な会員・事務局職員を加
へ

えることができる。

（３）地区別支部会（12支部の内､年度毎に６支部）を

単位として指定されたテーマを研究し、研究協議会

等で発表・報告する。

（４）委員会細則第３条の活動を行うため､各研究部

会は委員会を設けることを原則とする。委員会は委

員長1名、副委員長１名、委員で構成する。

（５）特別委員会本会が必要とする場合は､別に委員

会を設けることができる。

３．会合の日について

会合の日が重複するのを防ぐため、会合の曰は次を

原則とする。

第１木曜日各研究部会､特別な委員会などが主催す

る会合

第２木曜日本部が主催する会合

第２火曜日地区別支部会が主催する会合
または

第３火曜日学科Bll支部会が主催する会合
４．緊急連絡網について

本会の緊急連絡は次によることを原則とする。支部

は会員に連絡するための連絡網を設けることができる。

副会長A＋鱗鑓

副会長B□1機

会計A「鰹1鍵
会計B「;鵜

会長

５．研究活動費

研究部活動費については、地区を単位として支出す

る。

６．本部役員会、総務部会、幹事会に参加役員には、交

通費補助として定額を支給する。

附則

昭和48年６月７日

昭和50年１０月30曰

昭和53年６月８日

昭和56年６月１１曰

昭和57年６月１０日

昭和60年６月１３日

昭和61年６月１２曰

平成元年６月６日

平成４年６月23日

平成１６年６月１５日

総会で決定

臨時総会１．２を追加

総会で２の一部改正

総会で役員人数を－部改正

総会で４を追加

総会で５を追加

総会で５の（注）商業科を追加

総会で５の（注）商業科を追加

総会で５の一部と（注）の改正

総会で教頭の文言を副校長に、学区

を地区と改正。

総会で２．(3)(4)、５を－部改正

総会で１．２．４を一部改正

平成17年６月１４曰

平成18年６月９日

－３－



部会組織

平成１８年度の研究組織

平成１８年度研究部会組織は次の通りである。

2．

会長：和田吉廣（保谷）副会長：玉井篤（志村）副会長：小島透（蔵前工）

４

部会名 人数 委員会人数

総務部会 2８

管理運営研究部会 7２
第一(33名)学校管理

第二(39名)職務・待遇

高校教育研究部会 7８
第一(40名)教育課程

第二(38名)教育対策

生徒指導研究部会 8３
第一(39名)生活指導

第二(４４名)教科外指導

合計 233

部長

委員会

委員長

管理運営研究部会

本多浩一（南平）

吉田111頁一（戸「山）

第１委員会

(学校管理）

第２委員会

(職務･待遇）

山田温

善本久子

木内隆生

五十嵐善一郎

高校教育研究部会

塚本稔（向島商）

天野光芳（荒川商）

(教育課程） (教育対策）

林眞司

増田正弘

宮川隆史

中神隆典

生徒指導研究部会

都築功（玉川）

長津平 (小平南）

(生活指導） (教科外活動）

大河内保雪

柏倉均

宮崎高一

大池公紀

〈ロ
計

地
区
別
部
員
数

東部Ａ

東部Ｂ

東部Ｃ

東部，

中部Ａ

中部Ｂ

中部Ｃ

中部，

西部Ａ

西部Ｂ

西部Ｃ

西部，

1１

2２

１１

2８

1４

2６

１３

2５

1５

2４

2２

2２

1４

2６

１３

2５

2２

2２

１１

2２

11

2８

1５

2４

小計 7２ 7８ 8３ 233

合計 233名 233



など、研究活動につとめてきた。その当時の研究は主に

「教頭職」に関する研究が主流をなしていた。

その後、教頭会の組織が強化され、幅広い研究活動と

なり、現在にいたっている。

研究集録の最近１２年間のあゆみをまとめると､下表の

通りである。

２研究活動のあゆみ（全日制）

(最近１２年間）

本会では、昭和48年に会則を改正､規則・内規を設け

るなどし、研究組織を発足させた。

当初の教頭は身分が不安定（教諭のあて職）のため、

活動がしにくい時代であったが「研究集録」を発行する

－５－

平成 頁 研究題目

６年

第21号
6４

1．変化への対応をふまえた学校の管理・運営

都立高校の単独選抜をめぐる諸問題

2．教頭の職務

魅力ある教頭像を目指して

3．特色ある教育課程の編成と課題

４

●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●

選択科目と類型の設置を中心に

学校の特色をいかに出すか

●●●●●●●●●●●●

特色ある学校づくりの取り組み－

5．個性を伸ばし主体性を育てる生徒指導

●●●●●●●●●●●●

－進路指導の在り方と組織・運営における教頭の役害リ

6．個性を伸ばし主体性を育てる生徒指導

管理研１

管理研２

高校研１

高校研２

..……･…生徒研１

特色ある学校行事を通して生徒の主体`性をどう育てるか

●●●●●●●●●●●● 生徒研２

※
※
※

７年

第22号
6４

１．変化への対応をふまえた学校の管理・運営

都立高校の単独選抜と推薦入試をめぐって

2．教頭の職務

魅力ある教頭像の実態

●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●

3．特色ある教育課程の編成と課題

特色ある選択科目とその他の科目を中心に

４普通科推薦入試と高校の特色化

中学校・高校へのアンケート調査から

５．個』性を伸ばし主体』性を育てる生徒指導

－進路指導の在り方と教頭の関わり

６個性を伸ばし主体'性を育てる生徒指導

￣ ●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●

￣ ●●●●●●●●●●●●

文化祭・体育祭の指導を通して生徒の主体'性を

どう育てるか ●●●●ＣＯ●●●●●●

管理研1

管理研２

高校研１

高校研２

生徒研１

生徒研２

※
※
※



－６－

平成 頁 研究題目

８年

第23号
6４

Ｌ変化への対応をふまえた学校の管理・運営

入学者選抜制度の改革をめぐって－…………管理研１

2．教頭の職務

社会の変化に対応する教頭の職務一…………管理研２

3．特色ある教育課程の編成と課題

編成・実施の状況と事例を通した考察一…………高校研１

４「特色ある学校づくり」に取り組む教頭の役割…………高校研２

5．豊かな心を持ち、たくましく生きる

人間を育成する生徒指導

ホームルーム活動の活』性化と教頭の関わり－.……..…生徒研１

6．学校週５曰制と音|W舌動のあり方.………・・生徒研２

※
※
※

９年

第24号
5４

1．学校における危機管理.……･…・管理研１

2．教頭の職務

社会の変化に対応する教頭の職務‐その２－．……..…管理研２

3．現行教育課程の課題とその改善策に関する研究 ●●●●●●●●●●●● 高校研１

4．学校防災マニュアル「教職員編」…………高校研２

5．豊かな心を持ち、たくましく生きる人間の育成と

ホームルーム活動との関連…………生徒研１

6．学校週５曰制における

音陥動の実態と生徒の意識調査.…･……・生徒研２

※
※
※

1０年

第25号
5６

1．学校における危機管理

2．教頭の職務

研修及び教員組織の活性化について－

3．教育課程を通した高校改革の推進について

4．学校防災マニュアル

5．学校不適応生徒に対する校内指導体制

6．

指導体制と教頭のかかわり

生徒指導の体制と実態

●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●￣

●●●●●●●●●●●●

管理研１

管理研２

高校研１

高校研２

生徒研ｌ

生徒研２

※
※
※

1１年

第26号
4９

１．開かれた学校づくり…………管理研１

2．教頭の職務

研ｲi蓼及び教員組織の活性化について－…………管理研２

3．新しい教育課程づくりに向けた教頭の役割…………高校研１

４．情報教育と教頭の役割..………・高校研２

5．問題事例の分析と防止策について

6．

教頭の役割と対応の実際一…･…･…・生徒研１

生徒指導の体制と実態

保護者との連携を深める生徒指導一..……･…生徒研２

※
※
※



－７－

平成 頁 研究題目

1２年

第27号
4８

１．開かれた学校づくり…………管理研１

学校組織の活』性化を図る管理運営上の方策

2．教頭の職務…………管理研２

開かれた学校運営

3．新しい教育課程づくりに向けた教頭の役割…………高校研１

総合的な学習時間について

4．新教材「情報」教育と教頭の役割…………高校研２

5．高校生の健全育成と地域との関わり

教頭の関わり方の実際について

6．実態調査から見たホームルーム

運営と保護者の関わり

●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●

生徒研1

生徒研２

※
※

１３年

第28号
4９

１．開かれた学校づくり……･…・・管理研1

学校運営協議会の運営について

2．教頭の職務…………管理研２

情報管理および人事考課について

3．学校週５曰制並びに学習指導要領の実施に

向けた教育課程編成上の対応について ●●●●●●●●●●●● 高校研１

4．学校外における学修の単位認定…………高校研２

－新しい学習の場の拡大を求めて

5．スクールカウンセラー配置校を巡る事例研究…………生徒研１

６．保護者との連携における生徒指導の可能性…………生徒研２

※
※
※

１４年

第29号
4９

1．企画調整会議と主任の活用…………管理研１

２．教頭の職務…………管理研２

人材育成について

3．学校週５曰制並びに新学習指導要領の実施に…………高)|交研１

向けた対応について

4．学校外学習の単位認定…………高校研２

－新しい学習の場の拡大を求めて

5．スクールカウンセラーからみた学校現場…………生徒研１

スクールカウンセラー導入校における事例調査１

6．教員のカウンセリングマインド育成について…………生徒研２

学校教育相談研修を生かす上での教頭の役害リ

※
※
※

１５年

第30号
4４

1．学校運営連絡協議会の学校評価を活用した

学校経営のあり方

2．主幹制による学校運営の改善について

3．中堅校の教育課程における特色づくり

4．在り方生き方にせまる進路指導

5．カウンセリングマインドの浸透における

カウンセラーと教頭の役害１１

●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●●●●

●●●●●●●●●

管理研１

管理研２

高校研ｌ

高校研２

生徒研１．２

※
※

※



※印は全国大会に発表したもの(注）

－８－

平成 頁 研究題目

１６年

第31号
3４

1．主幹制度の学校運営への活用…………管理研１

主幹制度導入１年目の課題一

2．副校長の職務…………管理研２

副校長の職務の実態と能率化の工夫について

3．二学期制での学校運営

4．

●●●●●●●●●●●●

二学期制の導入と特長を生かした教育課程の工夫について

予防的生徒指導

都立高校におけるボランティア活動

●●●●●●●●●●●●

高校研

生徒研

※
※
※

1７年

第32号
3４

1．主幹制度３年目の現状と課題…………管理研1

2．

主幹異動と主幹研修について

副校長の職務

副校長の職務の実態と能率化の工夫について

3．東京都設定教科、科目「奉仕」の必修化に向けた

●●●●●●●●●●●● 管理研２

副校長の役害Ｉについて…………高校研

4．学校・地域保健連携推進事業について…………生徒研

※



Ⅱ

管理運営研究部 会

中部Ｄ地区（管理運営）

学校経営の適正化 1０１

分掌と委員会の現状と課題

善本久子（丼草）

西部Ｂ地区（職務・待遇）

副校長の職務 1７２

内各校の実態西部経営支援センタ

郎（砂川単位制）五十嵐善



1．学校経営の適正化

分掌と委員会の現状と課題

東京都立高等学校副校長会

中部Ｄチーム管理運営第一委員会

される手腕の一つであると考えられる。

本研究は、そうした校内分掌組織の各校の現

状と課題について明らかにすることをねらいと

し、分掌と委員会の実態についてのアンケート

調査を、都立高等学校全日制の副校長を対象に

実施した。

アンケートは分掌の部の構成や学年との関係、

委員会設置や委員の選任についての基本方針と

委員会の設置内容等について選択肢方式により

質問し、委員会や校務分掌組織全体についての

各校の工夫や副校長としての留意点・課題意識

等について、自由記述方式で回答を求めた。

１８年７月にTAIMSメールにより一斉送信し、

メール・ファクシミリにより、７９校の全日制副

校長から回答を得ることができた。

Ｉはじめに

東京都教育委員会（以下都教委）は、１８年４

月１日に、都立高等学校、盲ろう養護学校を３

つの地域ごとに分け、それぞれの地域に、学校

経営支援センターとその支所１カ所の計６カ所

を開設した。

学校経営支援センターは、都立学校に対し、

校長がリーダーシップを発揮し、より自律的な

学校経営を行っていけるよう本庁業務の一部を

移行し、学校の身近な地域で、学校の実態に応

じた機動的できめ細やかな支援を行っていくこ

とを目的としている。

また学校経営支援センターの開設を機会に、

都教委は、平成１８年４月１３曰付で「学校経営

の適正化について」（通知）を発出し、学校経営

上の留意点についてあらためて整理し、企画調

整会議、職員会議、委員会等の運営について、

一層の適正化を図るよう求めた。

本研究は、こうした学校経営の適正化をテー

マとして､新たに１２のグループで編成された東

京都立高等学校副校長会のうち中部Ｄチームが

担当し、かつての管理運営研究第一委員会の研

究を引き継ぐ形で行ったものである。

Ⅲアンケートの内容と結果

１分掌の構成について

はじめに各校における分掌の部の構成につい

て、次の内容で質問した。

(1)教務・進路指導・生活指導の３分掌以外の

組織の有無

分掌の構成について

Ⅱ研究のねらいと方法
１７％

先に述べた｢学校経営の適正化｣(通知)では、

校務分掌組織等に関する規定として整備を図る

べき事項として、部、学年、学科の所掌事務と

ともに委員会を挙げており、とりわけ委員会の

整備と適正な運営について、具体的に例を挙げ

て求めている。

教員の校務に対する多’忙感は年々高まってき

ている｡そうした校務をできる限り整理統合し、

効率的な校内運営によって、直接生徒に関わる

授業やホームルーム経営、部活動指導等に対す

る教員の資質向上を図ることは、副校長に期待

８３％

圏①3分掌だけである

園②3分掌以外の校務分掌組織がある

８割を超える学校で、教務・進路指導・生活

指導の３分掌以外の何らかの部を設置している。

３分掌のみと回答した学校は、多くが小規模校

1０



校が学校の特色化を進め、以前にも増して、広

報活動、生徒募集活動に力を入れていることの

表れとも見ることができる。

一方で、研究・研修にかかわる単独分掌を置

く学校は極めて少なく、委員会とあわせても、

研究活動が組織的に行われている学校は少数派

である。

(4)その他の分掌

(3)で⑦のその他と回答した学校に実際に設

置されている分掌について具体的に質問した。

かまたは統廃合による閉校を迎える学校であり、

大半の学校では、３分掌以外にも分掌組織をも

っている。

(2)独自に設置されている分掌の数

3分掌以外の分掌の数

5％

３９％

蕊１分掌■２分掌□３分掌以上

３分掌以外の部の数についても、設置されて

いる分掌の回答から上記のように推計した。

その結果によると､およそ４分の１の学校で、

教務・進路指導・生活指導と合わせて６つ以上

の部で学校運営にあたっていることがわかる。

(3)独自に設置している分掌

3分掌以外の分掌の設置

｢扇面;高-,5元可１

0％２０％４０％６０％８０％１００％

①保健

②庶務､総務､渉外等

③図書

④情報

⑤研究･研修

⑥国際･総合等特定学科

⑦その他または上記の複合

保健や庶務を統合した分掌や、学校の特色に

応じて「国際交流部」「帰国生徒部」などを設置

していることが、分掌の名称から推定できる。

「企画広報推進部」や「広報部」など、広報活

動専門の分掌を置くところもある。また研究・

研修もこれらの複合分掌に見ることができる。

(5)分掌と学級担任との関係

分掌と学級担任との関係

では３分掌以外を置いているとする学校では、

実際にどのような部が置かれているか。

設問の①～⑥までの分野の職務について、単

独での分掌の有無をたずねた。①～⑥までにあ

てはまらない分掌、または①～⑥までの職務を

合わせた分掌がある場合に⑦と回答するよう求

めた。

保健主任は必置のため、保健の内容を所掌す

る単独分掌を８０％以上の学校で置いている。次

いで多いのが、庶務・総務・渉外等の分掌で、

過半数の学校が「あり」と回答した。これは各

9％

己邑翫
３０％

６１％

国①分掌専任で構成し学級担任は連絡のみ
■②学級担任も必ずいずれかの分掌の構成員
□③特定の分掌のみ学級担任も構成員

11

保健庶務部

国際・｣情報部

総務部（情報や研修も含む）

各類型（３類型）

保健庶務部

総務情報部・保健厚生部

保健総務部、環境部

国際交流部

企画広報推進部

広報部

教育情報部

帰国生徒部

保健図書部

研究・図書部



実際にどのような内容の委員会を設置してい

るかを見ると、学習指導要領の改訂に伴うカリ

キュラム大改訂の時期でないにもかかわらず､８

割を超える学校でカリキュラム検討の委員会を

設置していることがわかる。総合的な学習の時

間も半数近くの学校で委員会により運営してい

る。学校の組織など全体像や将来構想について

委員会を置く学校も過半数である。分掌の業務

をルーティンワークと位置づけ、委員会を学校

改善や特別な教育活動に活用している現状がう

かがえる。

(2)特色ある委員会

では８割の学校が「その他の委員会あり」と

回答した、特色ある委員会にはどのようなもの

があるか。分類するとおよそ次のようなものが

あった。

分掌と学級担任の職務分担の関係については、

およそ６割の学校で､分掌はプロパーのみとし、

学級担任は連絡のみとなっている。比較的設置

年度の新しい学校に、学級担任も必ずいずれか

の分掌に属するという傾向がやや高く見られる。

分掌と学級担任がはっきりと分けられている学

校では、分掌と学級担任間の連携の工夫が課題

になると思われる。

２委員会組織について

次に今回の「学校経営の適正化」（通知）でも

特に指摘されている委員会組織について、質問

した。

(1)委員会設置の基本方針

委員会設置の基本方針

１１％

８９％

鬮①必置のみ基本は分掌で業務を分担
■②学校の特色に応じて独自に設置

必置の委員会以外は置かず、基本的に分掌で

業務を分担しているとした学校はおよそ１割で、

大半の学校が、特色に応じて必要な委員会を設

置している。

(2)必置以外の委員会の内容

独自委員会の内容｜颪厩一百五［て１
０％２０％４０％６０％８０％１００％

①学校の全体像検討

②カリキュラム検討

③総合的な学習の時間

④特定の学校行事

⑤施設管理

⑥視聴覚

⑦情報､ＰＣ教室管理

⑧その他

１２

内容 委員会名

教育課程 ● ｢奉仕」検討

･学力向上

･留学

･類型選択
●

●

授業評価

教科代表者

進路指導 ･指定校推薦

･キャリア教育推進

･調査書作成

生活指導 ●

、

特別指導

学校生活対策

･バイク自動車乗車運営

･健康ノート検討
● スチューデントサポート

生徒募集 ･募集対策
● 広報

研究・研修 ● 紀要

･校内研修推進

特色ある活動 ●

●

●

●

●

国際交流

緑化プロジェクト

中高連携推進

農業クラブ運営

スキー教室

･海外帰国生徒

その他 ●

●

教育相談

図書選定

･初任者研修
●

●

制服検討

防災対策
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